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② 宮崎労働局における雇用調整助成金の支給決定状況について

③ 令和３年６月１日現在の障害者の雇用状況
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令和２年 令和3年

１２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １1月

1.16 1.21 1.25 1.27 1.30 1.34 1.33 1.37 1.37 1.36 1.36 1.33

1.05 1.10 1.09 1.10 1.09 1.09 1.13 1.15 1.14 1.16 1.15 1.15
○季節調整法はセンサス局法Ⅱ（X－12－ARIMA）による。 なお、令和2年12月以前の数値は、令和3年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。

（注1）本公表資料における有効求人倍率、有効求人数、新規求人数は、宮崎労働局管内のハローワークが受理した求人数（受理地別求人数）により算出したものである。

　有効求人倍率〈季節調整値、倍〉　

全　　国

宮　　崎

（注2）ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和3年9月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上で求職登録した求職者数や、求職者
　　　　がハローワークインターネットサービスの求人に直接応募した就職件数等が含まれている。

報道関係者 　各位

一般職業紹介状況（令和3年11月分）

令和３年１１月の有効求人倍率（受理地別・季節調整値）は、１．３３倍と前月より０．０３ポイント低下。

有効求人倍率は、７７ヶ月連続で１倍台を維持。

正社員有効求人倍率（原数値）は、１．０８倍と前年同月より０．１４ポイント上昇。

雇用失業情勢は、求人が緩やかに持ち直すなか就職環境に明るさがみられるが、新型コロナウイルス

感染症が雇用に与える影響に十分注意する必要がある。

・令和3年1１月の【有効求人倍率】(季節調整値)は、前月より0.03ポイント低下。
・【有効求職者数】は、前月比（季節調整値）で１.4％増、前年同月比（原数値）で4.1％減（5ヶ月連続）。
・【有効求人数】は、前月比（季節調整値）で0.5％減、前年同月比（原数値）で12.3％増（11ヶ月連続）。
・【新規求職者数】は、前年同月比（原数値）8.0％増、【新規求人数】は、前年同月比（原数値）11.7％増となった。
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（注）月別の数値は季節調整値

本県の労働市場における有効求人倍率（季節調整値）は、有効求職者数（同）が前月比1.4％増加し、有効求人数（同）は前月比0.5％減少したこと
から、前月より0.0.3ポイント下回り1.33倍となった。

新規求職者数（原数値）は、前年同月比で8.0％(287人）増加となった。なお、有効求職者数（原数値）は、前年同月比4.1％（818人）減少し5ヶ月連
続で減少となっている。

新規常用求職者（パートを除く）を求職時の態様別にみると、前年同月比で在職者が23.7％（178人）増、離職者が1.0％（14人）増、無業者が18.7％
（23人）増となった。なお、離職者のうち、事業主都合離職者は25.9％（84人）減となっている。

一方、新規求人数（原数値）は、前年同月比で11.7％（997人）増加となった。また、有効求人数（原数値）は、前年同月比で12.3％（3,022人）の増加
で11ヶ月連続となっている。

新規求人数を産業別にみると、前年同月比で18産業中15産業で増加となった。内訳としては、製造業で261人（36.6％）増、卸売業、小売業で169人
（17.2％）増等となる一方、農、林、漁業で50人（12.1％）減、複合サービス事業で25人（40.3％）減等（18産業中3産業で減少）となったことから、全体で
997人（11.7%）の増加となった。
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有効求人倍率の動き宮 崎

全 国（倍）

宮崎労働局 Press Release

宮崎労働局発表

令和3年12月28日解禁

【照会先】
宮崎労働局職業安定部
部 長 小川 和人
職 業 安 定 課長 早瀬 幸則
地方労働市場情報官 中山 智子

（代表電話）0985（38）8823

季節調整値

季節調整値

２年

＊令和元年度（平成31年4月を含む。）

３年
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１．新規求職の動き＜季節調整値＞

新規求職（パートを含む、人）
令和２年 令和３年

12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

4,243 4,330 4,263 4,247 4,514 4,282 4,335 4,520 4,558 4,320 4,453 4,538

-3.2% 2.1% -1.5% -0.4% 6.3% -5.1% 1.2% 4.3% 0.8% -5.2% 3.1% 1.9%

２．新規求人の動き＜季節調整値＞

令和２年 令和３年

12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

9,189 9,253 8,856 8,874 9,276 9,517 9,396 9,766 10,026 9,478 9,726 9,565

3.3% 0.7% -4.3% 0.2% 4.5% 2.6% -1.3% 3.9% 2.7% -5.5% 2.6% -1.7%

３．職業紹介状況について（パートを含む）＜原数値＞

就職（パートを含む、件）
令和元年 令和２年

１２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月

1,505 1,447 1,671 2,339 1,811 1,568 1,837 1,644 1,479 1,677 1,808 1,470
令和２年 令和３年

１２月 1月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １0月 １１月

1,382 1,372 1,712 2,349 2,054 1,723 1,889 1,663 1,557 1,736 1,684 1,603

-8.2% -5.2% 2.5% 0.4% 13.4% 9.9% 2.8% 1.2% 5.3% 3.5% -6.9% 9.0%

令和元年 令和２年

１２月 1月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月

46.3% 29.0% 37.5% 47.8% 29.1% 35.7% 40.5% 38.9% 37.7% 41.0% 42.3% 41.0%
令和２年 令和３年

１２月 1月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １0月 １１月

45.1% 29.8% 39.0% 47.2% 32.9% 39.8% 43.3% 39.4% 36.3% 40.8% 39.0% 41.4%

４．正社員有効求人倍率の動き＜原数値＞

 
（注）ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和３年９月以降の数値の取扱いについては、１頁の（注2）を参照

就
職
率

<数値の対比は前年同月比>　　

次回公表予定日　令和4年2月1日（火）

就
職
件
数

対前年同月比

<数値の対比は前月比>　　

新規求職数

前月比

前月比

新規求人

<数値の対比は前月比>　　

新規求人（パートを含む、人）

○【新規求人数】（季節調整値）は、9,565人で1.7％（161人）減少となった。

○【新規求職者数】（季節調整値）は、4,538人で1.9％（85人）増加となった。

○【職業紹介状況】は、紹介件数が149件（3.8%）減の3,761件となり、就職件数は133件（9.0%）増
の1,603件となった。就職率（対新規求職者）は、0.4ポイント上回って41.4％となった。

○【正社員有効求人倍率】（原数値）は、1.08倍となり、前年同月で0.14ポイント上昇。
（ 正社員有効求人数 12,727人 常用フルタイム有効求職者数11,794人 ）
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別表１　職業紹介状況（新規学卒者を除きパートタイムを含む）

19,279 19,828 － 20,097 ▲4.1 

＊ 19,888 ＊ 19,605 1.4 20,863 ▲4.7 

２ 新規求職申込件数（件） 3,874 4,313 － 3,587 8.0 

27,681 27,397 － 24,659 12.3 

＊ 26,486 ＊ 26,612 ▲0.5 23,764 11.5 

４ 新規求人数　　 　　（人） 9,502 10,294 － 8,505 11.7 

５ 紹介件数　　 　　 　（件） 3,761 4,182 3,910 ▲3.8 

６ 就職件数　　 　　 　（件） 1,603 1,684 1,470 9.0 

７ 就職率（6/2）　　　 （％） 41.4 39.0 41.0 0.4 

８ 充足数  （件） 1,555 1,619 1,450 7.2 

９ 充足率（8/4）　　　 （％） 16.4 15.7 17.0 ▲0.6 

宮崎県 1.33 1.36 ▲0.03 1.14

全 　国 1.15 1.15 0.00 1.05

別表３　雇用保険一般受給者実人員の推移(基本手当基本分、人) 　　　※令和元年度（平成31年4月を含む。）

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

令和元年度 3,579 4,141 4,034 4,566 4,635 4,596 4,458 4,098 3,935 3,922 3,670 3,726

令和２年度 3,594 4,053 4,652 5,013 5,252 5,222 4,939 4,532 4,383 4,235 4,137 4,297

令和３年度 4,223 4,275 4,836 4,921 5,054 4,802 4,461 4,446

　　　　(受給者実人員＝失業給付を実際に受けた受給資格者の実数をいう)

別表４　安定所別有効求人倍率（原数値、倍）

宮　崎 1.37 1.32 1.21 0.16 

延　岡 1.36 1.32 1.06 0.30 

日　向 1.48 1.48 1.09 0.39 

都　城 1.78 1.71 1.54 0.24 

日　南 1.04 1.01 0.92 0.12 

高　鍋 1.43 1.31 1.19 0.24 

小　林 1.51 1.45 1.41 0.10 

県　計 1.44 1.38 1.23 0.21 

（注）ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和３年９月以降の数値の取扱いについては、１頁の（注2）を参照

対　前　月 対前年同月
令和3年11月 令和3年10月 増減率(差)

前年同月差
(ポイント)

令和2年11月

３ 月間有効求人数 （人）

１ 月間有効求職者数（人）

季節調整値

前　月　差
(ポイント)

（％） （％）
増減率(差)

令和3年11月 令和3年10月 令和2年11月

季節調整値

令和2年11月

* 季節調整法はセンサス局法Ⅱ（Ⅹ-12-ARIMA）による。なお、令和2年12月以前の数値は、令和3年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。

別表２　有効求人倍率（季節調整値、倍）

令和3年11月 令和3年10月
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令和3年11月

1.08 1.07 1.01

1.28 1.30 1.05

1.15 1.09 0.93

1.27 1.32 1.11

1.20 1.19 1.08

1.33 1.36 1.14

1.30 1.31 1.10

0.74 0.74 0.68

* 季節調整法はセンサス局法Ⅱ（Ⅹ-12-ARIMA）による。なお、令和2年12月以前の数値は、令和3年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。

別表６　パートタイム職業紹介状況

7,452 7,724 7,867

1,354 1,524 1,286

10,194 9,837 8,438

3,624 3,904 2,929

1,308 1,434 1,282

623 664 584

585 643 562

16.1% 16.5% 19.2%

別表７　新規常用求職者の求職時の態様別内訳(パートを除く）

令和3年11月

令和2年11月

前年比

令和3年11月

令和2年11月

前年比

令和3年11月

令和2年11月

前年比

令和3年11月

令和2年11月

前年比

令和3年11月

令和2年11月

前年比

令和3年11月

令和2年11月

前年比

（注）ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和３年９月以降の数値の取扱いについては、１頁の（注2）を参照

長　崎

福　岡

令和3年10月
前月差

(ポイント)
令和2年11月

0.01

増減率・差

鹿児島

沖　縄

宮　崎

▲0.02

0.06

佐　賀

熊　本

大　分

0.00

▲0.05

0.01

前年同月

▲0.03

▲0.01

（％）

１ 月間有効求職者数（人） ▲5.3 

２ 新規求職申込件数（件）

令和3年11月 令和3年10月 令和2年11月

３ 月間有効求人数　 （人）

5.3 

20.8 

４ 新規求人数　　 　　（人）

５ 紹介件数　　 　　 　（件）

23.7 

2.0 

６ 就職件数　　 　　 　（件）

７　充足数　　　　　　　（件）

6.7 

4.1 

８　充足率　　　　　　　（％） ▲3.1 

県　  計 24歳以下 25歳～34歳 35歳～44歳 45歳～54歳 55歳～64歳 65歳以上 合計

新規求職申込件数

301 614 528 549 362 155 2,509

302 529 487 485 370 121 2,294

▲ 0.3% 16.1% 8.4% 13.2% ▲ 2.2% 28.1% 9.4%

26 929

在職者

108 256 236 211 92

108 185 179 172 89 18 751

0.0% 38.4% 31.8% 22.7% 3.4% 44.4% 23.7%

離職者

151 332 278 310 249 114 1,434

153 318 288 295 270 96 1,420

▲ 1.3% 4.4% ▲ 3.5% 5.1% ▲ 7.8% 18.8% 1.0%

33

事業主都合

13 44 37 59 54 240

12 73 70 69 68 32 324

8.3% ▲ 39.7% ▲ 47.1% ▲ 14.5% ▲ 20.6% 3.1% ▲ 25.9%

自己都合

138 283 237 239 172 71 1,140

138 241 211 221 179 54 1,044

0.0% 17.4% 12.3% 8.1% ▲ 3.9% 31.5% 9.2%

15 14628 21

41 26 20 18

18.7%2.4% 0.0% ▲ 30.0% 55.6% 90.9% 114.3%

別表５　九州各県の有効求人倍率（季節調整値、倍）

11 7 123無業者

42 26 14
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別表８　産業別・規模別新規求人状況（原数値）

　　　　項　　　目

令和3年11月 令和3年10月 令和2年11月 前 年 同 前 年
 産業別・規模別 月 比 (%) 同 月 差

Ａ.B 農、林、漁業 363             301             413 ▲12.1 ▲50

Ｃ 鉱業、採石業、砂利採取業 26               8                12 116.7 14
Ｄ 建設業 774 859 747 3.6 27

Ｅ 製造業 975 1,178 714 36.6 261

食料品製造業 390             334             223 74.9 167

飲料・たばこ・飼料製造業 41               54               29 41.4 12
繊維工業 52               88               34 52.9 18

木材・木製品製造業 87               84               91 ▲4.4 ▲4

家具・装備品製造業 7                18               13 ▲46.2 ▲6

パルプ・紙・紙加工品製造業 11               6                11 0.0 0

印刷・同関連業 21               16               23 ▲8.7 ▲2

化学工業 14               93               12 16.7 2

石油製品・石炭製品製造業 0                0                0 - 0

プラスチック製品製造業 39               41               21 85.7 18

ゴム製品製造業 10               24               14 ▲28.6 ▲4

窯業・土石製品製造業 39               22               33 18.2 6

鉄鋼業 0                1                0 - 0

非鉄金属製造業 2                0                0 - 2

金属製品製造業 36               48               28 28.6 8

はん用機械器具製造業 28               30               30 ▲6.7 ▲2

生産用機械器具製造業 17               44               8 112.5 9

業務用機械器具製造業 19               19               24 ▲20.8 ▲5

29               110             47 ▲38.3 ▲18

電気機械器具製造業 68               64               11 518.2 57

情報通信機械器具製造業 31 4 34 ▲8.8 ▲3

輸送用機械器具製造業 27 58 15 80.0 12
その他の製造業 7 20 13 ▲46.2 ▲6

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 10 0 6 66.7 4

Ｇ 情報通信業 295 267 223 32.3 72

Ｈ 運輸業、郵便業 429 581 334 28.4 95

Ｉ 卸売業、小売業 1,149 1,076 980 17.2 169

Ｊ 金融業、保険業 87 65 43 102.3 44

Ｋ 不動産業、物品賃貸業 105 131 87 20.7 18

Ｌ 学術研究、専門・技術サービス業 187 169 134 39.6 53

Ｍ 宿泊業、飲食サービス業 569 691 434 31.1 135

宿泊業 140 106 101 38.6 39

Ｎ 生活関連サービス業、娯楽業 210 220 179 17.3 31

Ｏ 教育、学習支援業 166 140 164 1.2 2

Ｐ 医療、福祉 2,466 2,853 2,375 3.8 91

Ｑ 複合サービス事業 37 128 62 ▲40.3 ▲25

Ｒ 1,470 1,431 1,411 4.2 59
Ｓ.T 公務、その他 184 196 187 ▲1.6 ▲3

9,502 10,294 8,505 11.7 997

5,894 6,491 5,231 12.7 663

2,428 2,404 2,222 9.3 206
926 1,039 794 16.6 132
76 130 98 ▲22.4 ▲22

150 152 121 24.0 29
28 78 39 ▲28.2 ▲11

求 人 状 況

産業分類は、平成25年10月改定の「日本標準産業分類」に基づく。

電子部品・デバイス・電子回路製造業

サービス業（他に分類されないもの）

合                計

規
　
模
　
別

３００～４９９人

　　    　　　　 　２９人以下

５００～９９９人
１，０００人以上

３０～９９人　　
１００～２９９人
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正社員の有効求人倍率（原数値）の推移
別添資料 １

○ 正社員有効求人倍率は、１．０８倍と前年同月比０．１４ポイント上昇。

（資料出所） 宮崎労働局集計
※数値は原数値。
※正社員とは、パートタイムを除く常用のうち、勤め先で正社員・正職員などと呼称される正規労働者をいう。
※正社員有効求人倍率＝正社員有効求人数／常用フルタイム有効求職者数。なお、常用フルタイム有効求職者にはフルタイムの派遣労働
者や契約社員を希望する者も含まれるため、厳密な意味での正社員有効求人倍率より低い値となる。

※令和元年は、平成31年1月～4月を含む。
※ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和３年９月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上で「求職者マイページ」を開設
した求職者数が含まれている。

（倍）

平成16年平成17年平成18年平成19年平成20年平成21年平成22年平成23年平成24年平成25年平成26年平成27年平成28年平成29年平成30年令和元年 令和2年 令和3年

1月 0.45 0.43 0.46 0.40 0.28 0.25 0.34 0.39 0.42 0.51 0.59 0.68 0.82 0.98 1.05 1.03 0.98

2月 0.43 0.44 0.47 0.40 0.26 0.24 0.35 0.38 0.42 0.51 0.58 0.69 0.81 0.97 1.05 0.99 0.99

3月 0.41 0.43 0.43 0.38 0.24 0.24 0.33 0.37 0.41 0.50 0.57 0.67 0.77 0.93 1.01 0.92 0.98

4月 0.36 0.39 0.38 0.33 0.21 0.22 0.30 0.34 0.37 0.46 0.53 0.64 0.74 0.90 0.98 0.86 0.95

5月 0.32 0.39 0.35 0.32 0.19 0.21 0.29 0.34 0.36 0.46 0.52 0.65 0.75 0.90 0.97 0.82 0.96

6月 0.30 0.38 0.35 0.29 0.18 0.21 0.30 0.34 0.38 0.48 0.52 0.67 0.77 0.95 1.00 0.84 0.98

7月 0.31 0.38 0.35 0.30 0.19 0.22 0.31 0.35 0.40 0.49 0.55 0.67 0.79 0.96 0.99 0.84 1.00

8月 0.32 0.41 0.37 0.32 0.19 0.24 0.33 0.37 0.43 0.51 0.59 0.71 0.82 0.96 0.98 0.85 1.00

9月 0.34 0.41 0.38 0.32 0.20 0.26 0.33 0.38 0.45 0.53 0.61 0.73 0.85 0.97 1.01 0.87 1.02

10月 0.36 0.41 0.39 0.31 0.21 0.27 0.33 0.39 0.46 0.54 0.63 0.76 0.87 0.99 1.04 0.89 1.05

11月 0.43 0.39 0.44 0.39 0.31 0.21 0.29 0.35 0.40 0.47 0.58 0.66 0.77 0.90 1.01 1.07 0.94 1.08

12月 0.44 0.41 0.45 0.41 0.30 0.23 0.33 0.37 0.42 0.50 0.59 0.68 0.81 0.94 1.06 1.10 0.99



「就業地別の求人を用いた有効求人倍率」とは
→実際に就業する都道府県を求人地として集計した有効求人倍率。なお、通常発表している都道府県別
の有効求人倍率は、求人を受理した場所を求人地として集計している。

○ 本社が多く所在する地域では、受理地別の有効求人倍率より「就業地別の求人数を用いた有効求人倍
率」が低い傾向がある。

○ 宮崎県の「就業地別の求人を用いた有効求人倍率」は1.42倍で受理地別の有効求人倍率（1.33倍）
より0.09ポイント高い。

※ 数値は季節調整値。季節調整法は、センサス局法Ⅱ（X－12－ARIMA）による。なお、令和2年12月以前の数値は、令和3年1月分公表時に
新季節指数により改訂されている。

※ 有効求職者数は求職を受理したハローワークが所在する都道府県単位で集計。
※ 季節求人については受理所を就業地とみなしている。
※ 1件の求人に複数の就業地があり、就業地毎の求人数が明確でない場合、それぞれの就業地に順番に求人数を割り当てて配分している。
※ ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和３年９月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上で「求職者マイペー

ジ」を開設した求職者数が含まれている。

就業地別の求人数を用いた有効求人倍率（季節調整値）（令和3年11月）

（資料出所）宮崎労働局

①
有効求職者数

②
有効求人数

③
就業地別

有効求人数

④
有効求人倍率

⑤
就業地別

有効求人倍率
⑥差

②／① ③／① ⑤－④

令和2年

11月 20,863 23,764 25,453 1.14 1.22 0.08

12月 21,067 24,371 26,016 1.16 1.23 0.07

令和3年

1月 20,735 25,068 26,642 1.21 1.28 0.07
2月 20,009 25,108 26,564 1.25 1.33 0.08
3月 19,729 25,110 26,683 1.27 1.35 0.08
4月 20,154 26,246 27,945 1.30 1.39 0.09
5月 20,010 26,825 28,617 1.34 1.43 0.09
6月 19,804 26,334 28,245 1.33 1.43 0.10
7月 19,773 27,067 28,686 1.37 1.45 0.08

8月 19,743 26,952 28,811 1.37 1.46 0.09

9月 19,689 26,846 28,461 1.36 1.45 0.09

10月 19,605 26,612 28,224 1.36 1.44 0.08

11月 19,888 26,486 28,262 1.33 1.42 0.09

別添資料 ２
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宮崎労働局における雇用調整助成金の支給決定状況について 
 

～延べ約２万７千件の支給決定を行い、 
雇用の維持を支援した労働者数が31万9000人（延べ）を超えました～ 

 
宮崎労働局（局長 田中大介）は、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業主に対する

雇用調整助成金の支給決定状況について、以下のとおり取りまとめましたのでご報告します。 
 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 

 

 

＜ 雇用調整助成金の支給申請件数及び支給決定件数（12月20日現在（速報値）） ＞ 

・支給申請件数（①）：27,954件 

・支給決定件数（②）：27,722件 

・支給決定率（②/①）：99.2％ 

・休業対象労働者数（延べ人数）：319,406人 

 

＜ 2週間前申請（11月30日～12月6日分）の処理状況 ＞ 

・支給決定を行ったものの平均処理日数（土日含む）：6.3日（12月20日現在（速報値）） 

 

＜ 雇用調整助成金の申請状況と雇用保険被保険者数の分析 ＞ 

① 雇用調整助成金の申請状況について 

雇用調整助成金の申請件数は、１月の県独自の緊急事態宣言の影響により３月に申請件

数のピークを迎えたが、感染者数の減少もあり、４月以降は1,300件程度で推移。 

しかしながら、７月下旬より新型コロナウイルス感染症の再拡大が進み、令和３年８月

に発令された「まん延防止等重点措置」及び「宮崎県独自の緊急事態宣言」の影響もあっ

て、９月以降は申請件数が大きく増加した。しかし、11 月は再び感染者数が減少したこと

もあり、申請件数も減少している。 

 

【令和３年１月から令和３年11月までの申請件数の動き】 

R3.1 R3.2 R3.3 R3.4 R3.5 R3.6 

1,259 

(15.1) 

1,590 

(26.3) 

2,060 

(29.6) 

1,368 

(▲33.6) 

1,361 

(▲0.5) 

1,376 

(1.1) 

R3.7 R3.8 R3.9 R3.10 R3.11 R3.12 

1,395 

(1.4) 

1,403 

(0.6) 

1,553 

(10.7) 

1,730 

(11.4) 

1,281 

(▲26.0) 

0,000 

(00.0) 

 （※）括弧内は前月比増減率を示す。 

宮崎労働局発表 
令和3年12月28日 
１日 

【照会先】 

宮崎労働局職業安定部 

(担 当)  

部      長    小川   和人 

職業対策課長    田之上 睦子 

(電話) 0985-38-8824 
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＜雇用調整助成金とは＞ 

○ 雇用調整助成金とは、経済上の理由により事業活動の縮小を余儀なくされた事業主が、労働者に対して一

時的に休業等を行い、労働者の雇用の維持を図った場合、事業主が労働者に支払った休業手当等の一部（一

定の要件を満たす場合は全部）を助成する制度。 

 

○ 令和２年４月から適用されている新型コロナウイルス感染症に係る雇用調整助成金の特例措置については、

５月以降、段階的に縮小を行うという方針のもと、地域特例(※1)と業況特例(※2)については、令和４年３月末ま

で現在の助成内容を継続する。原則的な措置については、令和４年３月末まで現行の助成率の特例を継続し

つつ、日額上限について令和４年１月と２月は11,000 円、３月は9,000 円に段階的に見直す。また、令和４

年１月から、令和３年１月８日以降の解雇等の有無で適用する助成率を判断する。 

  なお、令和４年４月以降の取り扱いについては、令和４年２月末までに改めて本省より示される予定。 

  

(※1)緊急事態措置を実施すべき区域、まん延防止等重点措置を実施すべき区域（以下「重点措置区域」という）において 

  知事による、新型インフルエンザ等対策特別措置法第18条に規定する基本的対処方針に沿った要請を受けて同法施行令 

  第11条に定める施設における営業時間の短縮等に協力する事業主。 

  ※重点措置区域については、知事が定める区域・業態に係る事業主が対象。 

  ※各区域における緊急事態措置又は重点措置の実施期間の末日の属する月の翌月末まで適用。 

(※2)令和3年12月までは、生産指標が最近3か月の月平均で前年又は前々年同期比30%以上減少の全国の事業主。 

令和4年1月～3月は、生産指標が最近3か月の月平均で前年、前々年又は3年前同期比30%以上減少の全国の事業主。 

なお、令和3年12月までに業況の確認を行っている事業主は、令和4年1月1日以降に判定基礎期間の初日を迎えるもの 

については、その段階で業況を確認する。 

 

 

 

 

 

 

② 雇用保険被保険者数（各月末）の推移（単位：人） 

雇用保険被保険者数は、ほぼ一環して30万人前後で推移。 

 

【令和3年11月までの雇用保険被保険者数の動き】 

R2（月平均） R3.4 R3.5 R3.6 R3.7 R3.8 

301,939 

（0.1） 

299,918 

（0.5） 

302,560 

（0.3） 

303,835 

（0.3） 

303,693 

（0.3） 

303,018 

（0.2） 

R3.9 R3.10 R3.11 R3.12 R4.1 R4.2 

303,043 

（0.2） 

302,873 

（0.3） 

302,938 

（0.3） 

000,000 

（0.0） 

000,000 

（0.0） 

000,000 

（0.0） 

（※）括弧内は前年同月比増減率を示す。また雇用保険は31日以上の雇用見込みがあり、週所定労働時間が20時間以上であ

る場合に加入が必要となる。 
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令和３年 6 月 1 日現在の障害者の雇用状況 
  

宮崎労働局では、このほど宮崎県に本社がある事業主における、令和 3年の「障害

者雇用状況」集計結果を取りまとめましたので、公表します。 

 障害者雇用促進法では、事業主に対し、常時雇用する従業員の一定割合（法定雇用

率、民間企業の場合は 2.3%）以上の障害者を雇用することを義務付けています。 

 今回の集計結果は、同法に基づき、毎年６月１日現在の身体障害者、知的障害者、

精神障害者の雇用状況について、障害者の雇用義務のある事業主などに報告を求め、

それを集計したものです。 

  

【集計結果の主なポイント】 

 

障害者の雇用状況 

【民間企業（法定雇用率 2.3％、企業規模 43.5 人以上）】 

○ 雇用障害者数は 2,966.0 人、対前年比 0.6％（18 人）減少。 

・実雇用率 2.47%、対前年比 0.05 ポイント低下、全国 13 位 

   ※全国の平均実雇用率 2.20% 

 

  ○ 法定雇用率達成企業の割合は 61.9%、対前年比 1.7 ポイント低下 

全国 3位 

     ※全国の法定雇用率達成企業割合 47.0% 

 

  ○ 法定雇用率未達成企業は 340 社（前年 308 社）。そのうち、不足数が 0.5 人

又は 1人の企業は 243 社で、未達成企業全体の 70.8％を占めている。 
 

（注）企業規模について、短時間労働者（1週間の所定労働時間が 20 時間以上 30 時間未満）は、0.5 人分としてカウントされ

ます。また、雇用障害者数については、重度身体障害者及び重度知的障害者は 2.0 人、重度身体障害者及び重度知的障害者であ

る短時間労働者は 1.0 人としてカウントされます。重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短時間労働者

は 0.5 人分としてカウントされます。ただし、精神障害者である短時間労働者であっても、次のいずれかに該当する者について

は、1.0 人分としてカウントされます。①平成 30 年 6月 2日以降に採用された者。②平成 30年 6月 2日より前に採用された者

で、同日以後に精神障害者保険福祉手帳を取得した者。 

 

 

 

 

 

【照会先】 

職業安定部職業対策課 

 課  長     田之上 睦子 

 課長補佐     伊集院 一也 

 障害者雇用担当官 奈須 菜穂子 

  電話         (0985)38-8824 

宮崎労働局発表 

令和 3 年 12 月 28 日（火） 
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【民間企業（43.5 人以上規模の企業）における雇用状況】 

○ 雇用されている障害者の数は、前年の 2,984.0 人に比べて 18 人（0.6％）減の 2,966.0 人

となった。障害種別では身体障害者が 1,808.5 人（対前年比 77.5 人、4.1%減）、知的障害者

712.0 人（同 37.0 人、5.4％増）、精神障害者は 445.5 人（同 22.5 人、5.3％増）となってい

る。 

                           （グラフ、別紙 1、別紙 3参照） 

 

 ○ 実雇用率は、前年の 2.52%に比べて 0.05 ポイント減少し、2.47%となった。 

また、都道府県順位は第 13 位（前年第 9位）であった。       

（別紙 1参照） 

                                 

○ 法定雇用率（2.3%）達成企業の割合は、前年の 63.6%に比べて 1.7 ポイント減少し、61.9%

となった。また、都道府県順位は第 3位（前年第 4位）であった。  

（別紙 1参照） 

                                   

 ○ 報告対象企業数は前年の 846 社に対して 893 社、対前年比 5.5％（47 社）増であった。 
   内訳として、100 人未満規模企業は 520 社で、対前年比 10.6％（50 社）増、100 
  人から 300 人未満規模企業は 288 社で、対前年比 0.3％（1 社）増、300 人から 500 

人未満規模企業は 52 社で、対前年比 8.7％（5 社）減、500 人以上 1000 人未満規模企業は

24 社で、対前年比 9.0％（2 社）増、1000 人以上規模企業が 9 社で、対前年比 10.0％（1 社）

減となった。 
（別紙 2参照） 

 

【企業規模別の状況】（別紙 2参照） 

 ○ 規模別でみると、雇用されている障害者数は、今年から新たに報告対象となった 43.5～45.5
人未満企業規模では 35.5 人であった。また、従来から報告対象であった企業規模別でみると

45.5～100 人未満企業規模で 741 人、前年（765.5 人）から 24.5 人（3.2％）減、100 人～300
人未満規模企業で 1139.5 人、前年（1099.0 人）から 40.5 人（3.6%）増、300 人～500 人未

満規模企業で 384.5 人で前年（445.0 人）から 60.5 人（13.5％）減、500 人～1000 人未満規

模企業で 406.0 人、前年（403.5 人）から 2.5 人（0.6％）増、1000 人以上規模企業で 259.5
人、前年（271.0 人）から 11.5 人（4.2％）減であった。 
 

 ○ 企業規模別の実雇用率は、今年から新たに報告対象となった 43.5～45.5 人未満企業規模で

は 2.57％であった。また、従来から報告対象であった企業規模でみると 300 人～500 人未満

規模企業が最も低く 2.27％となり、法定雇用率 2.3％を下回った。 

 

○ 企業規模別の達成企業割合は、今年から新たに報告対象となった 43.5～45.5 人未満企業規

模では 64.5％であった。また、従来から報告対象であった 300 人～500 人未満規模企業が

51.9％であり、県平均 61.9％を下回っている。        

 

 

障害者雇用状況報告の集計結果（概要） 



３ 
 

 

 

【産業別の状況】（別紙 2参照） 

○ 報告対象企業数は、医療・福祉業 263 社（29.4％）、製造業 171 社（19.1％）、卸売・小売

業 132 社（14.7％）が多く、前年と変わらない状況である。 

 

○ 雇用されている障害者の数は、「農･林・漁業」、「鉱業、採石業、砂利採取業」「建設業」「製

造業」、「卸売・小売業」、「飲食店・宿泊業」、「サービス業」が前年より増加し、「電気・ガス・

熱供給」は前年よりも減少した。 

 

○ 実雇用率については、「製造業」（2.64％）、「電気・ガス・熱供給」（3.64％）、「生活関連サ

ービス業・娯楽業」（3.84％）、「医療、福祉業」（3.08％）、「サービス業」（2.39％）で法定雇

用率 2.3％を上回った。 

 

  

【法定雇用率未達成企業の状況】（別紙 4参照） 

○ 法定雇用率未達成企業は 340 社（前年 308 社）。そのうち、不足数が 0.5 人又は 1人の企業

は 243 社で未達成企業全体の 71.5％を占めている。 

また、障害者を１人も雇用していない企業（０人雇用企業）は 204 社（前年 180 社）であ

り、未達成企業に占める割合は、60.0%となっている。 

 

 

【公的機関の状況】（別紙 5～7参照） 

 2.6%の法定雇用率が適用される機関（地方公共団体（県の教育委員会を除く）） 

〇 在職している障害者の数は 488.0 人で、前年の 458.0 人より 30.0 人増加しており、実雇用

率は 2.73%となり、前年の 2.55 に比べ 0.18 ポイント上昇した。 

 

〇 県の機関は４機関のうち１機関、市町村の機関は 26市町村のうち 1市 3町が雇用率未達成

となった。 

   〈未達成機関〉 宮崎県病院局、えびの市、高千穂町、門川町、木城町 

※ なお、木城町については、令和 3年 10月 29 日現在で不足数解消となった。 

                                

 2.5%の法定雇用率が適用される機関（教育委員会） 

〇 在職している障害者の数は184.0人で、前年の182.0人より2.0人増加し、実雇用率は2.26%

となり、前年と変わらない状況である。 

〈未達成機関〉 宮崎県教育委員会、えびの市教育委員会、川南町教育委員会 

     

 

【独立行政法人等の状況】（別紙 5～7参照） 

○ 2.6％の法定雇用率が適用される機関 

 県内の独立行政法人 5機関にて雇用されている障害者の数は 65.5人で、実雇用率は 2.75％

となった。 

 

 

                      

 



４ 
 

   

 

 

 

【民間企業】 

 

○ 法定雇用率未達成の民間企業に対しては、各公共職業安定所長が達成指導を実施しており、

令和 2 年 6 月 1 日から令和 3 年 5月末までに令和 2 年 6 月 1 日現在で未達成であった 308 社

全社に対し達成指導を行い、うち、45社の未達成が解消された。 

また、今年度においても、令和 3年 11 月末までに令和 3年 6月 1日現在で未達成であった

340 社のうち 50 社に対し達成指導を行い、うち、7社の未達成が解消されている。 

 

【公的機関】 

 

○ 公的機関については、労働者を雇用する立場においては、民間企業と同様であるが、民間

企業に障害者雇用について協力を求める以上、民間企業に率先垂範して法定雇用率を達成す

べき立場にある。 

  未達成機関に対しては、令和 4 年 1 月 1 日を始期とする「障害者採用計画」の策定、提出

と合わせ早期の解消を求めている。 

 

【達成指導の実施】 

○ 未達成企業の事業主及び未達成公的機関の首長に対し、労働局幹部や管轄公共職業安定所

長等の訪問により、現状確認を行うと共に障害者雇用事例等の提供や各障害者就労支援機関

の各種支援策を説明し、障害者雇用への理解を求め、早期の未達成解消の指導を実施してい

る。 

 ○ 特に０人雇用企業（障害者を一人も雇用していない企業）については、法の趣旨、雇用義

務及び社会的責任について改めて指導を行うとともに、障害者雇用のノウハウ指導など障害

者雇用のための支援を行っている。 

 

具体的な取組 

■障害者雇用促進セミナー 

障害者雇用のノウハウが不足している企業に対し、先進的な企業の障害者雇用事例や

職務の切り出し方等を紹介。また、安定した雇用、職場定着に向けた知識習得や意識

啓発の促進。 

    ■事業所見学会 

実際に障害者が働く現場を見てもらうことにより、障害者雇用への理解を促進。 

    ■職場実習 

     事前に実習をすることで企業・障害者双方の不安を解消。 

    ■精神・発達障害者しごとサポーター養成講座 

     雇用が増加している精神・発達障害者の基礎知識や共に働く上でのコミュニケーショ

ン方法について理解を深め、安定した雇用へ。 

■公的機関向け障害者職業生活相談員資格認定講習 

 障害者職業生活相談員（５人以上障害者を雇用する事業所は選任義務がある）に必要な知識を習得。 

■企業チーム支援 

     雇用率未達成企業に対し、ハローワークと各障害者就労支援機関が連携し、雇用に向

けた準備段階から雇用後の職場定着まで支援を実施。 

未達成企業等への対応 



  

１．民間企業における雇用状況（法定雇用率２．3％）

120,022.0 人 2,966.0 人 2.47 % 553 / 893 61.9 %

[ 2,659 人]

( 118,408.0 人 ) ( 2,984.0 人) ( 2.52 % ) ( 538 / 846 ) ( 63.6 % )

※［　］内は実人員。以下同じ。

２．地方公共団体における在職状況

(1) 都道府県の機関（法定雇用率２．6％）

5,812.0 人 158.0 人 2.72 % 3 / 4 75.0 %

[ 120 人]

( 5,763.0 人 ) ( 155.0 人) ( 2.69 % ) ( 3 / 4 ) ( 75.0 % )

4,211.5 人 119.0 人 2.83 % 1 / 1 100.0 %

[ 86 人]

( 4,216.5 人 ) ( 115.0 人) ( 2.73 % ) ( 1 / 1 ) ( 100.0 % )

1,600.5 人 39.0 人 2.44 % 2 / 3 66.7 %

[ 34 人]

( 1,546.5 人 ) ( 40.0 人) ( 2.59 % ) ( 2 / 3 ) ( 66.7 % )

(2) 市町村の機関（法定雇用率２．6％）

12,079.5 人 330.0 人 2.73 % 22 / 26 84.6 %

[ 252 人]

( 12,207.0 人 ) ( 303.0 人) ( 2.48 % ) ( 17 / 26 ) ( 65.4 % )

(3) 都道府県等の教育委員会（法定雇用率２．5％）

8,128.5 人 184.0 人 2.26 % 0 / 3 0.0 %

[ 128 人]

( 8,051.0 人 ) ( 182.0 人) ( 2.26 % ) ( 0 / 2 ) ( 0.0 % )

8,022.5 人 184.0 人 2.29 % 0 / 1 0.0 %

[ 128 人]

( 7,985.5 人 ) ( 182.0 人) ( 2.28 % ) ( 0 / 1 ) ( 0.0 % )

106.0 人 0.0 人 0.00 % 0 / 2 0.0 %

[ 0 人]

( 65.5 人 ) ( 0.0 人) ( 0.00 % ) ( 0 / 1 ) ( 0.0 % )

※令和元年度において、雇用義務の生じる市町村の教育委員会の機関は０であった。

３．地方独立行政法人における雇用状況

2,383.5 人 65.5 人 2.75 % 5 / 5 100.0 %

[ 46 人]

( 2,401.5 人 ) ( 64.5 人) ( 2.69 % ) ( 5 / 5 ) ( 100.0 % )

注　１

２

３

４

５

民間企業

　各表の②欄の「障害者の数」とは、身体障害者、知的障害者及び精神障害者の計であり、短時間労働者以外の重度身体障害者
及び重度知的障害者については法律上、１人を２人に相当するものとしてダブルカウントを行い、重度以外の身体障害者及び知
的障害者並びに精神障害者である短時間労働者については法律上、１人を0.5人に相当するものとして0.5カウントとしている。
ただし、精神障害者である短時間労働者であっても、次のいずれかに該当する者については１人分とカウントしている。
①　平成30年６月２日以降に採用された者であること
②　平成30年６月２日より前に採用された者で、同日以後に精神障害者保健福祉手帳を取得した者であること

　法定雇用率2.5％が適用される機関とは、都道府県の教育委員会及び一定の市町村の教育委員会である。

　（　）内は、令和2年6月1日現在の数値である。
　なお、精神障害者は平成18年４月１日から実雇用率に算定されることとなった。

④　法定雇用率達成機関の数 / 機関数 ⑤　達成割合

計

①　法定雇用障害者数の
算定の基礎となる職員数

②　障害者の数 ③　実雇用率 ④　法定雇用率達成機関の数 / 機関数 ⑤　達成割合

総　　括　　表

令和３ 年６月１日現在における障害者の雇用状況（宮崎県）

①　法定雇用障害者数の
算定の基礎となる労働者数

②　障害者の数 ③　実雇用率 ④　法定雇用率達成企業の数 / 企業数 ⑤達成割合

計

宮崎県
知事部局

その他の
県機関

※「その他の県機関」とは、宮崎県企業局、宮崎県病院局、宮崎県警察本部である。

①　法定雇用障害者数の
算定の基礎となる職員数

②　障害者の数 ③　実雇用率 ④　法定雇用率達成機関の数 / 機関数 ⑤　達成割合

市町村の機関

①　法定雇用障害者数の
算定の基礎となる職員数

②　障害者の数 ③　実雇用率 ④　法定雇用率達成機関の数 / 機関数 ⑤　達成割合

5

宮崎県
教育委員

会

①　法定雇用障害者数の
算定の基礎となる職員数

②　障害者の数 ③　実雇用率

市町村の
教育委員

会

地方独立
行政法人

　１の表の①欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる労働者数」とは、常用労働者総数から除外率相当数（対象障害者が就
業することが困難であると認められる職種が相当の割合を占める業種について定められた率を乗じて得た数）を除いた労働者数
である。

　２の各表の①欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる職員数」とは、職員総数から除外職員数及び除外率相当職員数（旧
除外職員が職員総数に占める割合を元に設定した除外率を乗じて得た数）を除いた職員数である。



1

令和3年6月1日現在

平成
16年

平成
17年

平成
18年

平成
19年

平成
20年

平成
21年

平成
22年

平成
23年

平成
24年

平成
25年

平成
26年

平成
27年

平成
28年

平成
29年

平成
30年

令和元
年

令和2
年

令和3
年

1546.0 1553.0 1570.0 1680.0 1707.0 1762.5 1770.0 1908.5 1936.5 2143.5 2291.0 2417.0 2492.0 2519.5 2776.0 2873.5 2984.0 2966.0

注１：雇用義務のある企業（平成24年までは56人以上規模、平成25年以降は50人以上規模、平成30年以降は45.5人以上
　　　規模、令和3年以降は43.5人以上規模の企業）についての集計である。
注２：「障害者の数」とは、次に掲げる者の合計数である。

　平成１７年度まで 身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント） 平成２３年度以降 身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント）
知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント） 知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント）
重度身体障害者である短時間労働者 重度身体障害者である短時間労働者
重度知的障害者である短時間労働者 重度知的障害者である短時間労働者 

精神障害者
　平成１８年度以降 身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント） 身体障害者である短時間労働者

知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント） (身体障害者である短時間労働者は0.5人でカウント)
重度身体障害者である短時間労働者 知的障害者である短時間労働者 
重度知的障害者である短時間労働者 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (知的障害者である短時間労働者は0.5人でカウント) 
精神障害者 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 精神障害者である短時間労働者
精神障害者である短時間労働者 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (精神障害者である短時間労働者は0.5人でカウント) 
(精神障害者である短時間労働者は0.5人でカウント) 平成３０年度 (精神障害者である短時間労働者のうち3年以内に

よりの特例 雇用された者又は手帳を取得したものは1.0人で
特例的にカウント）

宮崎県の民間企業における障害者の雇用状況(グラフ)

雇用障
害者全
数

（人）

＜法定雇用率＞

実雇用率と雇用されている障害者の数の推移

1.8% 2.0% 2.2%

６

＜障害者の数（人）＞ ＜実雇用率（％）

令和3年3月1日

より2.3%

1,241.0 
1,243.0 

1,244.0 

1,318.0 1,317.0 
1,358.0 

1,335.0 
1,414.0 

1,411.0 1,524.0 

1,601.0 
1,691.0 

1,719.0 

1,693.0 

1,784.5 

1835.5

1886.0 

1808.5 

305.0 310.0 319.0 

353.0 367.0 
380.0 408.0 

450.5 478.5 

539.5 

569.5 

587.0 594.0 613.5 

662.0 
695.5

675.0 
712.0 

7.0 

9.0 23.0 
24.5 27.0 

44.0 
47.0 

80.0 
120.5 

139.0 
179.0 213.0 

329.5 

342.5
423.0 445.5 

1.86 1.89 

1.90 1.94 
1.97 

2.01 

2.03 

1.94 1.96 

2.04 

2.15 

2.24 
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2.40 
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精神障害者人

知的障害者人

身体障害者人

実雇用率（％）

精神障害者人



（別紙１）

令和3年6月1日現在

１　一般の民間企業における障害者雇用状況

年 企業数 算定基礎 実雇用率 雇用率達 雇用率達成

労働者数 合　　計
身体障害者

数
知的障害者

数
精神障害者

数
成企業数 企業割合

社 人 人 人 人 人 ％ 社 ％

令和3年 893 120,022.0 2,966.0 1,808.5 712.0 445.5 2.47 553 61.9

（注）

２　一般の民間企業における雇用状況の推移

年 企業数 算定基礎 実雇用率 雇用率達 雇用率達成

労働者数 合　　計
身体障害者

数
知的障害者

数
精神障害者

数
成企業数 企業割合

社 人 人 人 人 人 ％ 社 ％

平成29年 91,024 25,204,720.0 495,795.0 333,454.0 112,293.5 50,047.5 1.97 45,553 50.0

平成30年 100,586 26,104,834.5 534,769.5 346,208.0 121,166.5 67,395.0 2.05 46,217 45.9

令和元年 101,889 26,585,858.0 560,608.5 354,134.0 128,383.0 78,091.5 2.11 48,898 48.0

令和2年 102,698 26,866,997.0 578,292.0 356,069.0 134,207.0 88,016.0 2.15 49,956 48.6

令和3年 106,924 27,156,780.5 597,786.0 359,067.5 140,665.0 98,053.5 2.20 50,306 47.0

平成29年 735 109,537.5 2,519.5 1,693.0 613.5 213.0 2.30 489 66.5

平成30年 822 115,856.5 2,776.0 1,784.5 662.0 329.5 2.40 523 63.6

令和元年 830 117,151.0 2,873.5 1,835.5 695.5 342.5 2.45 523 63.0

令和2年 846 118,408.0 2,984.0 1,886.0 675.0 423.0 2.52 538 63.6

令和3年 893 120,022.0 2,966.0 1,808.5 712.0 445.5 2.47 553 61.9

（注）

３　一般の民間企業における雇用率、雇用率達成企業割合の都道府県順位
順位 1位　　％ 2位　　％ 3位　　％ 4位　　％ 5位　　％ 6位　　％ 7位　　％ 8位　　％ 9位　　％

2.88 2.86 2.70 2.67 2.64 2.60 2.59 2.55 2.54

奈良県 沖縄県 佐賀県 島根県 長崎県 山口県 大分県 高知県 鹿児島県

68.0 65.0 61.9 61.6 61.5 61.2 61.2 61.1 60.9

島根県 佐賀県 宮崎県 鹿児島県 奈良県 高知県 大分県 和歌山県 沖縄県

2.83 2.74 2.65 2.61 2.61 2.59 2.55 2.53 2.52

奈良県 沖縄県 佐賀県 長崎県 山口県 島根県 大分県 和歌山県 宮崎県

68.9 68.0 63.8 63.6 63.0 62.7 62.7 62.7 62.5

佐賀県 島根県 秋田県 宮崎県 鳥取県 長崎県 徳島県 高知県 奈良県

令和3年宮崎県実雇用率2.47％　全国13位
４　安定所別の障害者雇用状況

障害者の数

安定所 企業数 算定基礎 実雇用率 雇用率達成 雇用率達成

労働者数 合　　計
身体障害者

数
知的障害者

数
精神障害者

数
企業数 企業割合

社 人 人 人 人 人 ％ 社 ％

宮崎 389 56,115.5 1,377.5 820.0 307.0 250.5 2.45% 230 59.1%

延岡 95 11,612.5 216.5 143.0 50.0 23.5 1.86% 54 56.8%

日向 68 8,513.0 196.0 126.0 49.0 21.0 2.30% 37 54.4%

都城 174 22,144.0 580.5 362.5 137.5 80.5 2.62% 112 64.4%

日南 50 5,422.0 150.5 90.5 41.5 18.5 2.78% 39 78.0%

高鍋 67 9,624.5 259.5 150.5 79.0 30.0 2.70% 45 67.2%

小林 50 6,590.5 185.5 116.0 48.0 21.5 2.81% 36 72.0%

計 893 120,022.0 2,966.0 1,808.5 712.0 445.5 2.47% 553 61.9%

（注）

令
和
３
年

令
和
２
年

１　算定基礎労働者数とは、常用労働者数から除外率相当数を除いた法定雇用障害者数の算定となる労働者数である。

※重度身体障害者又は重度知的障害者は１人の雇用をもって２人分、重度身体障害者又は重度知的障害者である短時間労働者は１人、重度以外の身体

１　算定基礎労働者数とは、常用労働者数から除外率相当数を除いた法定雇用障害者数の算定となる労働者数である。

※重度身体障害者又は重度知的障害者は１人の雇用をもって２人分、重度身体障害者又は重度知的障害者である短時間労働者は１人、重度以外の身体

実雇用率

達成企業割合

全
国

宮
崎
県

民間企業における障害者の雇用状況（宮崎県）

　　障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短時間労働者については０．５人分としてカウントされる。

障害者の数

障害者の数

　　障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短時間労働者については０．５人分としてカウントされる。

　　障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短時間労働者については０．５人分としてカウントしている。

１　算定基礎労働者数とは、常用労働者数から除外率相当数を除いた法定雇用障害者数の算定となる労働者数である。

※重度身体障害者又は重度知的障害者は１人の雇用をもって２人分、重度身体障害者又は重度知的障害者である短時間労働者は１人、重度以外の身体

実雇用率

達成企業割合

7



1

令和3年6月１日現在

企業数
算定基礎 A　 Ｂ　 Ｃ Ｄ Ｅ　合計

労働者数

社 人 人 人 人 人 人 ％ 社 ％

893 120,022.0 513 113 1621 412 2,966.0 2.47% 553 61.9
(846) (118,408.0) (560) (102) (1,570) (384) (2,984.0) (2.52) (538) (63.6) 

23 2,032.5 5 1 20 5 33.5 1.65% 11 47.8
(22) (1,925.0) (6) (1) (14) (7) (30.5) (1.58) (10) (45.5) 

2 125.5 0 0 1 0 1.0 0.80% 1 50.0
(1) (61.0) (0) (0) (0) (0) (0.0) (0.00) (0.0) (0.0) 

36 3,440.0 16 3 41 1 76.5 2.22% 24 66.7
(33) (3,186.0) (18) (1) (33) (1) (70.5) (2.21) (23) (69.7) 

171 26,930.5 141 8 406 28 710.0 2.64% 116 67.8
(168) (27,190.5) (147) (7) (395) (25) (708.5) (2.61) (111) (66.1) 

2 247.5 1 0 7 0 9.0 3.64% 2 100.0
(2) (234.5) (1) (0) (7) (0) (9.0) (3.84) (2) (100.0) 

25 3,783.0 13 2 27 1 55.5 1.47% 10 40.0
(25) (3,581.5) (14) (2) (25) (2) (56.0) (1.56) (13) (52.0) 

48 5,778.5 15 4 80 10 119.0 2.06% 29 60.4
(45) (5,764.5) (21) (0) (80) (8) (126.0) (2.19) (26) (57.8) 

132 17,835.0 53 22 209 67 370.5 2.08% 72 54.5
(125) (17,642.5) (51) (20) (214) (68) (370.0) (2.10) (70) (56.0) 

12 4,550.0 16 2 40 8 78.0 1.71% 1 8.3
(12) (4,635.0) (18) (2) (40) (7) (81.5) (1.76) (4) (33.3) 

9 851.5 2 1 2 1 7.5 0.88% 3 33.3
(9) (819.5) (5) (1) (5) (0) (16.0) (1.95) (5) (55.6) 

9 571.5 0 0 3 0 3.0 0.52% 3 33.3
(10) (1,091.0) (3) (1) (10) (0) (17.0) (1.56) (5) (50.0) 

28 2,357.5 7 0 27 14 48.0 2.04% 15 53.6
(26) (2,320.0) (7) (0) (18) (15) (39.5) (1.70) (14) (53.8) 

26 2,200.0 21 3 36 7 84.5 3.84% 14 53.8
(23) (2,203.0) (21) (5) (35) (10) (87.0) (3.95) (16) (69.6) 

21 2,403.0 10 1 11 4 34.0 1.41% 9 42.9
(22) (2,478.5) (10) (3) (14) (4) (39.0) (1.57) (11) (50.0) 

263 32,050.5 154 54 508 236 988.0 3.08% 189 71.9
(242) (30,767.0) (179) (53) (483) (206) (997.0) (3.24) (175) (72.3) 

18 5,524.5 28 5 63 1 124.5 2.25% 14 77.8
(19) (5,680.5) (30) (2) (67) (3) (130.5) (2.30) (14) (73.7) 

68 9,341.0 31 7 140 29 223.5 2.39% 40 58.8
(62) (8,828.0) (29) (4) (130) (28) (206.0) (2.33) (39) (62.9) 

31 1,381.0 4 2 23 5 35.5 2.57% 20 64.5
- - - - - - - - - -

489 30,962.5 103 44 413 156 741 2.39% 288 58.9
(470) (29,991.0) (125) (43) (405) (135) (765.5) (2.55) (288) (61.3) 

288 44,311.5 198 46 609 177 1,139.5 2.57% 200 69.4
(287) (43,812.0) (206) (45) (561) (162) (1099.0) (2.51) (193) (67.2) 

52 16,923.0 72 14 207 39 384.5 2.27% 27 51.9
(57) (18,463.0) (90) (8) (231) (52) (445.0) (2.41) (34) (59.6) 

24 15,667.0 92 5 210 14 406.0 2.59% 12 50.0
(22) (14,561.5) (91) (4) (211) (13) (403.5) (2.77) (16) (72.7) 

9 10,777.0 44 2 159 21 259.5 2.41% 6 66.7
(10) (11,580.5) (48) (2) (162) (22) (271.0) (2.34) (7) (70.0) 

（注）

　並びに精神障害者である短時間労働者は０．５人分としてカウントされる。

　②　平成30年6月2日より前に採用された者で、同日以後に精神障害者保健福祉手帳を取得した者であること。

45.5人～100人未満

実雇用率
雇用率
達   成
企業数

雇用率
達    成

企業割合

1,000人以上

重度身体障害
者及び重度知
的障害者

重度身体障害
者及び重度知
的障害者であ
る短時間労働
者

重度以外の
身体障害者、
知的障害者、
精神障害者
（注２）

A×2＋B＋
C＋Ｄ×0.5

サービス業

43.5人～45.5人未満

100人～300人未満

300人～500人未満

500人～1000人未満

飲食店・宿泊業

生活関連サービス業・
娯楽業

複合サービス業

運輸業・郵便業

卸売・小売業

金融・保険業

不動産業・物品賃貸
業

学術研究・専門サー
ビス業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給

情報通信業

医療・福祉業

教育・学習支援業

3　（   ）内は前年の数値である。

（別紙２）

重度以外の身体障
害者及び知的障害
者並びに精神障害
者（注２）である短時
間労働者

産業別・規模別の民間企業における障害者の雇用状況（宮崎県）

雇　　用　　状　　況
障　害　者　の　数

１　算定基礎労働者数とは、常用労働者数から除外率相当数を除いた法定雇用障害者数の算定となる労働者数である。

2 　重度身体障害者又は重度知的障害者は１人の雇用をもって２人分、重度身体障害者又は重度知的障害者である短時間労働者は１人、重度以外の身体障害者及び知的障害者

　　ただし、精神障害者である短時間労働者であっても、次のいずれかに該当する者については、1人分とカウントされる。

　①　平成30年6月2日以降に採用された者であること

企　　業　　計

産
　
　
　
　
業
　
　
　
　
別

規
　
模
　
別

農・林・漁業

鉱業，採石業，砂利
採取業

８



1

障害者 A　重度身体 Ｂ　重度身体 Ｃ　重度以外 Ｄ　重度以外 E　合計 A　重度知的 Ｂ　重度知的 Ｃ　重度以外 Ｄ　重度以外 E　合計 A　常用の B　短時間 C　Ｂのうち D　合計

の数 障害者数 A×２＋B＋ 障害者数 A×２＋B＋ の精神障害 三年以内の

Ｃ+D×0.5 Ｃ+D×0.5 者数 者数

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

2,966.0 404 78 849 147 1,808.5 109 35 374 170 712.0 299 194 99 445.5

(2,984.0) (452) (68) (840) (148) (1,886.0) (108) (34) (353) (144) (675.0) (289) (180) (88) (423.0) 

33.5 3 0 13 2 20.0 2 1 2 2 8.0 5 1 0 5.5

(30.5) (4) (0) (11) (3) (20.5) (2) (1) (2) (2) (8.0) (1) (2) (0) (2.0) 

1.0 0 0 1 0 1.0 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0.0

(0.0) (0) (0) (0) (0) (0.0) (0) (0) (0) (0) (0.0) (0) (0) (0) (0.0) 

76.5 16 2 29 1 63.5 0 1 2 0 3.0 9 1 1 10.0

(70.5) (18) (0) (23) (0) (59.0) (0) (1) (1) (1) (2.5) (9) (0) (0) (9.0) 

710.0 107 2 198 13 420.5 34 6 125 10 204.0 82 6 1 85.5

産 (708.5) (112) (4) (191) (12) (425.0) (35) (3) (115) (8) (192.0) (81) (13) (8) (91.5) 

9.0 1 0 7 0 9.0 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0.0

(9.0) (1) (0) (7) (0) (9.0) (0) (0) (0) (0) (0.0) (0) (0) (0) (0.0) 

業 55.5 13 2 19 0 47.0 0 0 1 0 1.0 6 2 1 7.5

(56.0) (14) (2) (19) (0) (49.0) (0) (0) (1) (0) (1.0) (5) (2) (0) (6.0) 

119.0 15 4 61 8 99.0 0 0 2 2 3.0 16 1 1 17.0

別 (126.0) (21) (0) (61) (6) (106.0) (0) (0) (2) (2) (3.0) (15) (2) (2) (17.0) 

370.5 43 12 108 24 218.0 10 10 59 37 107.5 29 19 13 45.0

(370.0) (41) (10) (112) (28) (218.0) (10) (10) (65) (31) (110.5) (26) (20) (11) (41.5) 

78.0 16 2 24 4 60.0 0 0 2 3 3.5 14 1 0 14.5

(81.5) (18) (2) (27) (3) (66.5) (0) (0) (2) (3) (3.5) (11) (1) (0) (11.5) 

7.5 2 1 0 0 5.0 0 0 1 0 1.0 1 1 0 1.5

(16.0) (5) (1) (0) (0) (11.0) (0) (0) (2) (0) (2.0) (3) (0) (0) (3.0) 

3.0 0 0 2 0 2.0 0 0 0 0 0.0 1 0 0 1.0

(17.0) (3) (1) (5) (0) (12.0) (0) (0) (4) (0) (4.0) (1) (0) (0) (1.0) 

48.0 6 0 10 5 24.5 1 0 10 7 15.5 5 4 2 8.0

(39.5) (7) (0) (5) (4) (21.0) (0) (0) (7) (6) (10.0) (4) (7) (2) (8.5) 

84.5 4 1 14 2 24.0 17 2 14 2 51.0 4 7 4 9.5

(87.0) (4) (0) (16) (5) (26.5) (17) (5) (14) (2) (54.0) (3) (5) (2) (6.5) 

34.0 10 1 9 2 31.0 0 0 1 1 1.5 1 1 0 1.5

(39.0) (10) (3) (12) (2) (36.0) (0) (0) (1) (1) (1.5) (1) (1) (0) (1.5) 

988.0 119 41 224 68 537.0 35 13 122 96 253.0 93 141 69 198.0

(997.0) (143) (40) (218) (69) (578.5) (36) (13) (104) (78) (228.0) (102) (118) (59) (190.5) 

124.5 24 3 47 0 98.0 4 2 6 1 16.5 10 0 0 10.0

(130.5) (26) (1) (50) (1) (103.5) (4) (1) (7) (2) (17.0) (9) (1) (1) (10.0) 

223.5 25 7 83 18 149.0 6 0 27 9 43.5 23 9 7 31.0

(206.0) (25) (4) (83) (15) (144.5) (4) (0) (26) (8) (38.0) (18) (8) (3) (23.5) 

35.5 3 1 16 1 23.5 1 1 2 4 7.0 4 1 1 5.0

- - - - - - - - - - - - - - -

741 77 31 199 61 414.5 26 13 106 56 199 65 82 43 127.5

(765.5) (96) (28) (204) (54) (451.0) (29) (15) (88) (42) (182.0) (82) (70) (31) (132.5) 

規 1139.5 171 30 349 51 746.5 27 16 109 80 219.0 117 80 34 174.0

(1,099.0) (182) (31) (331) (51) (751.5) (24) (14) (90) (75) (189.5) (102) (74) (38) (158.0) 

模 384.5 66 10 110 17 260.5 6 4 48 18 73.0 39 14 10 51.0

(445.0) (78) (4) (128) (24) (300.0) (12) (4) (54) (17) (90.5) (40) (20) (9) (54.5) 

別 406.0 54 4 107 7 222.5 38 1 50 4 129.0 44 12 9 54.5

(403.5) (60) (3) (111) (7) (237.5) (31) (1) (61) (3) (125.5) (32) (10) (7) (40.5) 

259.5 33 2 68 10 141.0 11 0 59 8 85.0 30 5 2 33.5

(271.0) (36) (2) (66) (12) (146.0) (12) (0) (60) (7) (87.5) (33) (6) (3) (37.5) 

（注）１　重度身体障害者又は重度知的障害者は１人の雇用をもって２人分、重度身体障害者又は重度知的障害者である短時間労働者は１人、重度以外の身体

　　障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短時間労働者については０．５人分としてカウントしている。

２　（      ）内は前年の数値である。

500人～1000人未
満

1,000人以上

複合サービス業

サービス業

43.5人～45.5人未
満

100人～300人未
満

300人～500人未
満

45.5人～100人未
満

学術研究・専門
サービス業

宿泊業・飲食サー
ビス業

生活関連サービス
業・娯楽業

教育・学習支援業

医療・福祉業

情報通信業

運輸業・郵便業

卸売・小売業

金融業・保険業

不動産業・物品賃
貸業

企　　業　　計

令和3年6月１日現在

鉱業，採石業，砂
利採取業

電気・ガス・熱供給

農・林・漁業

建設業

製造業

（別紙３）
民 間 企 業 に お け る 障 害 種 別 の 雇 用 状 況（宮崎県）

精神障害者
数

精神障害者の数身体障害者の数 知的障害者の数

障害者であ
る短時間労
働者

の身体障害
者

障害者であ
る短時間労
働者

の知的障害
者

の身体障害
者である短時

間労働者

の知的障害
者である短時

間労働者
A+(B-C)×

0.5+C

９



1 （別紙４）

令和３年6月1日現在

  法定雇用率  障害者の

  未達成企業  数が0人で

  の数  ある企業

340 243 65 15 11 3 3 204

(100.0) (71.5) (19.1) (4.4) (3.2) (0.9) (0.9) (60.0) 

12 9 3 0 0 0 0 7

(100.0) (75.0) (25.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (58.3) 

1 1 0 0 0 0 0 1

(100.0) (100.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (100.0) 

12 10 1 0 0 1 0 9

(100.0) (83.3) (8.3) (0.0) (0.0) (8.3) (0.0) (75.0) 

55 40 8 2 2 1 2 33

(100.0) (72.7) (14.5) (3.6) (3.6) (1.8) (3.6) (60.0) 

0 0 0 0 0 0 0 0

(0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) 

15 8 4 1 2 0 0 8

(100.0) (53.3) (26.7) (6.7) (13.3) (0.0) (0.0) (53.3) 

19 11 6 0 0 1 1 12

(100.0) (57.9) (31.6) (0.0) (0.0) (5.3) (5.3) (63.2) 

60 48 10 2 0 0 0 44

(100.0) (80.0) (16.7) (3.3) (0.0) (0.0) (0.0) (73.3) 

11 4 3 3 1 0 0 5

(100.0) (36.4) (27.3) (27.3) (9.1) (0.0) (0.0) (45.5) 

6 4 1 0 1 0 0 5

(100.0) (66.7) (16.7) (0.0) (16.7) (0.0) (0.0) (83.3) 

6 4 2 0 0 0 0 6

(100.0) (66.7) (33.3) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (100.0) 

13 11 1 1 0 0 0 8

(100.0) (84.6) (7.7) (7.7) (0.0) (0.0) (0.0) (61.5) 

12 10 2 0 0 0 0 10

(100.0) (83.3) (16.7) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (83.3) 

12 9 2 0 1 0 0 7

(100.0) (75.0) (16.7) (0.0) (8.3) (0.0) (0.0) (58.3) 

74 51 17 4 2 0 0 33

(100.0) (68.9) (23.0) (5.4) (2.7) (0.0) (0.0) (44.6) 

4 2 0 1 1 0 0 1

(100.0) (50.0) (0.0) (25.0) (25.0) (0.0) (0.0) (25.0) 

28 21 5 1 1 0 0 15

(100.0) (75.0) (17.9) (3.6) (3.6) (0.0) (0.0) (53.6) 

11 11 0 0 0 0 0 0

- - - - - - - -

201 190 11 0 0 0 0 0

(182.0) (178.0) (4.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) 

88 35 42 6 5 0 0 15

(100.0) (39.8) (47.7) (6.8) (5.7) (0.0) (0.0) (17.0) 

25 4 8 8 3 2 0 0

(100.0) (16.0) (32.0) (32.0) (12.0) (8.0) (0.0) (0.0) 

12 3 3 1 1 1 3 0

(100.0) (25.0) (25.0) (8.3) (8.3) (8.3) (25.0) (0.0) 

3 0 1 0 2 0 0 0

(100.0) (0.0) (33.3) (0.0) (66.7) (0.0) (0.0) (0.0) 

（注）

区     　分

１　（　　）内は全体に対する割合％

民間企業における障害者不足数階層別の法定雇用率未達成企業数

0.5人又は
1人

1.5人又は
2人

2.5人又は
3人

3.5人又は
4人

5.5人以上
4.5人又は

5人

不　　足　　数

企　　業　　計

産
　
　
業
　
　
別

規
　
模
　
別

農・林・漁業

鉱業・採石業・砂利
採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給

情報通信業

運輸業・郵便業

卸売・小売業

金融業・保険業

不動産業・物品賃
貸業

学術研究・専門
サービス業

宿泊業・飲食サー
ビス業

生活関連サービス
業・娯楽業

教育・学習支援業

医療・福祉業

複合サービス業

1,000人以上

サービス業

43.5人～45.5人未
満

100人～300人未満

300人～500人未満

500人～1000人未
満

45.5人～100人未
満

10



1 （別紙5）

令和3年6月１日現在

A　 Ｂ　 Ｃ Ｅ F　合計

A×２＋B+C+

(Ｄ-E)×0.5+E

機関 人 人 人 人 人 人 ％ 機関 ％

4 5,812.0 42 5 64 9 1 158 2.72 3 75.0

［120］

(4) (5,763.0) (41) (5) (63) (9) (1) (155.0) (2.69) (3) (75.0)

26 12,079.5 84 4 151 13 1 330 2.73 22 84.6

［252］

(26) (12,207.0) (74) (5) (140) (17) (3) (303.0) (2.48) (17) (65.4)

30 17,891.5 126 9 215 22 2 488 2.73 25 83.3

［368］

(30) (17,970.0) (115.0) (10.0) (203.0) (26.0) (4.0) (458.0) (2.55) (20) (66.7)

A　 Ｂ　 Ｃ Ｅ F　合計

A×２＋B+C+

(Ｄ-E)×0.5+E

機関 人 人 人 人 人 人 ％ 機関 ％

1 8,022.5 57 1 68 2 0 184.0 2.29 0 0.0

［　128］

(1) (7,985.5) (55) (1) (70) (2) (0) (182.0) (2.28) (0) (0.0) 

2 106.0 0 0 0 0 0 0.0 0.00 0 0.0

［　0］

(1) (65.5) (0) (0) (0) (0) (0) (0.0) (0.00) (0) (0.0) 

3 8,128.5 57 1 68 2 0 184 2.26 0 0.0

［　128］

(2) (8,051.0) (55) (1) (70) (2) (0) (182.0) (2.26) (0) (0.0)

機関数

A　 Ｂ　 Ｃ　 Ｅ F　合計

A×２＋B+C+

(Ｄ-E)×0.5+E

機関 人 人 人 人 人 人 ％ 機関 ％

5 2,383.5 20 0 23 3 2 65.5 2.75 5 100.0

[　46]

(5) (2,401.5) (17) (0) (28) (3) (2) (64.5) (2.69) (5) (100.0)

注　

２　（　　　　　）内は前年の数値である。

３　法定雇用率2.5%が適用される機関は、県等の教育委員会であり、それ以外の機関は2.6%が適用される。

雇　　用　　状　　況

機関数 職員数

障害者の数

実雇用率
雇用率
達   成
機関数

市町村の教育委員会

Ｄ　重度以外の

身体障害者及び
知的障害者並び
に精神障害者で
ある短時間労働者

重度身体障害者
及び重度知的障

害者

重度身体障害者
及び重度知的障
害者である短時
間労働者

重度以外の身体
障害者、知的障
害者及び精神
障害者

Dの精神短時間
のうち注４に該当
する者

４．独立行政法人における障害者の雇用状況  （法定雇用率2.6％）
雇　　用　　状　　況

障害者の数

Ｄ　重度以外の

身体障害者及び
知的障害者並び
に精神障害者で
ある短時間労働者

職員数 重度障害者
数

Dの精神短時間
のうち注４に該当
する者

雇用率
達成機関

割合

雇用率
達成機関

割合

職員数 重度身体障害者
及び重度知的障

害者

Ｄ　重度以外の

身体障害者及び
知的障害者並び
に精神障害者で
ある短時間労働者

重度身体障害者
及び重度知的障
害者である短時
間労働者

重度以外の身体
障害者、知的障
害者及び精神
障害者

（１）宮崎県の機関

（２）市 町 村の機関

３．教育委員会における障害者の雇用状況  （法定雇用率2.5％）

宮崎県教育委員会

計

計

重度身体障害者
及び重度知的障
害者である短時
間労働者

重度以外の身体
障害者、知的障
害者及び精神
障害者

地方公共団体の障害者の雇用状況（宮崎県）

２．地方公共団体における障害者の雇用状況  （法定雇用率2.6％）

雇　　用　　状　　況
障害者の数

機関数 Dの精神短時間
のうち注４に該当
する者

雇用率
達成機関

割合
実雇用率

雇用率
達   成
機関数

独立行政法人等の機関

　①平成30年6月2日以降に採用された者であること

１　[　　　　　]内は実人員。

４　精神障害者である短時間勤務職員であっても、次のいずれかに該当する者

　②平成30年6月2日より前に採用された者で、同日以後に精神障害者保健福祉手帳を取得した者であること。

実雇用率
雇用率
達   成
機関数

11
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県の機関、市町村機関、独立行政法人におけるの障害者の雇用状況（詳細版）

（１）宮崎県の機関（法定雇用率２．6％）

f.うち新
規雇用

分

f.うち新
規雇用

分

e.dのうち
（注１）に
該当する
職員

g.うち新
規雇用

分

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

158.0 42.0 5.0 50.0 8.0 143.0 7.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 14.0 1.0 1.0 15.0 6.0

(155.0) (41) (5) (53) (8) (144) (9) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (10) (1) (1) (11) (2)

（２）市町村の機関（法定雇用率２．6％）

f.うち新
規雇用

分

f.うち新
規雇用

分

e.dのうち
（注１）に
該当する
職員

g.うち新
規雇用

分

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

330.0 82.0 4.0 109.0 11.0 282.5 34.0 2.0 0.0 4.0 0.0 8.0 1.0 38.0 2.0 1.0 39.5 8.0

(303.0) (73) (4) (109) (12) (265.0) (25.5) (1) (1) (1) (1) (4.5) 0 (30) (4) (3) (33.5) (13)

（３）宮崎県の教育委員会（法定雇用率２．5％）

f.うち新
規雇用

分

f.うち新
規雇用

分

e.dのうち
（注１）に
該当する
職員

g.うち新
規雇用

分

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

184.0 57.0 1.0 48.0 1.0 163.5 8.0 0.0 0.0 0.0 1.0 0.5 0.5 20.0 0.0 0.0 20.0 3.0

(182) (55) (1) (51) (2) (163) (2) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (19) (0) (0) (19) (3)

（4）市町村の教育委員会（法定雇用率２．5％）

f.うち新
規雇用

分

f.うち新
規雇用

分

e.dのうち
（注１）に
該当する
職員

g.うち新
規雇用

分

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

（5）地方独立行政法人（法定雇用率２．6％）

f.うち新
規雇用

分

f.うち新
規雇用

分

e.dのうち
（注１）に
該当する
職員

g.うち新
規雇用

分

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

65.5 20.0 0.0 12.0 1.0 52.5 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 11.0 2.0 2.0 13.0 2.0

64.5 (17) (0) (17) (1) (51.5) (7) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (11) (2) (2) (13.0) (3.0)

注　１ 精神障害者である短時間勤務職員であって、次のいずれかに該当する者
①平成30年6月2日以降に採用された者であること　　②平成30年6月2日より前に採用された者で、同日以後に精神障害者保健福祉手帳を取得した者であること
(       )は前年の数値である。

a.重度身
体障害

者

ｂ.重度身
体障害
者である
短時間
勤務職

員

c.重度以
外の身体
障害者

d.重度以
外の身体
障害者で
ある短時
間勤務
職員

e.計
a×２＋b
＋c＋d
×0.5

a.重度知
的障害

者

ｂ.重度知
的障害
者である
短時間
勤務職

員

d.精神障
害者であ
る短時間
勤務職

員

f.計
c＋(d-e)
×0.5+e

c.重度以
外の知的
障害者

d.重度以
外の知的
障害者で
ある短時
間勤務
職員

e.計
a×２＋b
＋c＋d
×0.5

c.精神障
害者

ｂ.重度身
体障害
者である
短時間
勤務職

員

c.重度以
外の身体
障害者

d.重度以
外の身体
障害者で
ある短時
間勤務
職員

e.計
a×２＋b
＋c＋d
×0.5

d.精神障
害者であ
る短時間
勤務職

員

c.精神障
害者

a.重度知
的障害

者

ｂ.重度知
的障害
者である
短時間
勤務職

員

c.重度以
外の知的
障害者

d.重度以
外の知的
障害者で
ある短時
間勤務
職員

e.計
a×２＋b
＋c＋d
×0.5

市町村
の機関

（別紙6）

区分
①障害
者の数

②身体障害者の数 ③知的障害者の数 ④精神障害者の数

a.重度身
体障害

者

f.計
c＋(d-e)
×0.5+e

ｂ.重度身
体障害
者である
短時間
勤務職

員

c.重度以
外の身体
障害者

d.重度以
外の身体
障害者で
ある短時
間勤務
職員

e.計
a×２＋b
＋c＋d
×0.5

a.重度知
的障害

者

ｂ.重度知
的障害
者である
短時間
勤務職

員

c.重度以
外の知的
障害者

d.重度以
外の知的
障害者で
ある短時
間勤務
職員

e.計
a×２＋b
＋c＋d
×0.5

宮崎県
の機関

区分
①障害
者の数

③知的障害者の数 ④精神障害者の数②身体障害者の数

d.精神障
害者であ
る短時間
勤務職

員

f.計
c＋(d-e)
×0.5+e

d.精神障
害者であ
る短時間
勤務職

員

f.計
c＋(d-e)
×0.5+e

c.精神障
害者

宮崎県
教育委
員会

区分
①障害
者の数

②身体障害者の数 ③知的障害者の数 ④精神障害者の数

a.重度身
体障害

者

ｂ.重度身
体障害
者である
短時間
勤務職

員

c.重度以
外の身体
障害者

d.重度以
外の身体
障害者で
ある短時
間勤務
職員

e.計
a×２＋b
＋c＋d
×0.5

a.重度知
的障害

者

ｂ.重度知
的障害
者である
短時間
勤務職

員

c.重度以
外の知的
障害者

d.重度以
外の知的
障害者で
ある短時
間勤務
職員

e.計
a×２＋b
＋c＋d
×0.5

c.精神障
害者

d.精神障
害者であ
る短時間
勤務職

員

f.計
c＋(d-e)
×0.5+e

区分
①障害
者の数

②身体障害者の数 ③知的障害者の数 ④精神障害者の数

a.重度身
体障害

者

地方独
立行政
法人

区分
①障害
者の数

②身体障害者の数 ③知的障害者の数

市町村
の教育
委員会

d.重度以
外の知的
障害者で
ある短時
間勤務
職員

e.計
a×２＋b
＋c＋d
×0.5

c.精神障
害者

④精神障害者の数

a.重度身
体障害

者

ｂ.重度身
体障害
者である
短時間
勤務職

員

c.重度以
外の身体
障害者

d.重度以
外の身体
障害者で
ある短時
間勤務
職員

e.計
a×２＋b
＋c＋d
×0.5

a.重度知
的障害

者

ｂ.重度知
的障害
者である
短時間
勤務職

員

c.重度以
外の知的
障害者
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1 （別紙7）
県の機関、市町村機関、独立行政法人における障害者の雇用状況

（１） 宮崎県の機関（2.6％）

機関名
① 法定雇用障害者数の
算定の基礎となる職員数

②
障害者の数

③ 　（％）
実雇用率

④
不足数

備　考

宮崎県知事部局 4,211.5                    119.0 2.83% 0
宮崎県企業局 92.5                         3.0 3.24% 0
宮崎県病院局 1,099.5                    24.0 2.18% 4.0
宮崎県警察本部 408.5                       12.0 2.94% 0

（２） 市町村の機関（2.6％）

機関名
① 法定雇用障害者数の
算定の基礎となる職員数

②
障害者の数

③ 　（％）
実雇用率

④
不足数

備　考

宮崎市 3,061.5                    85.0 2.78% 0 特例認定あり(注4)
都城市 1,475.0                    47.0 3.19% 0 特例認定あり(注4)
延岡市 1,038.5                    27.5 2.65% 0 特例認定あり(注4)
日向市 718.0                       19.0 2.65% 0 特例認定あり(注4)
西都市 439.0                       15.0 3.42% 0 特例認定あり(注4)
日南市 727.5                       22.0 3.02% 0 特例認定あり(注4)
串間市 503.0                       14.0 2.78% 0
小林市 761.0                       19.0 2.50% 0 特例認定あり(注4)
えびの市 376.5                       6.0 1.59% 3.0
国富町 188.5                       4.0 2.12% 0.0 特例認定あり(注4)
綾町 167.5                       4.5 2.69% 0
高千穂町 314.5                       2.0 0.64% 6.0
日之影町 110.0                       3.0 2.73% 0
五ヶ瀬町 106.0                       2.0 1.89% 0
門川町 185.5                       3.0 1.62% 1.0
美郷町 160.0                       4.0 2.50% 0
諸塚村 72.0                         2.0 2.78% 0
椎葉村 77.0                         2.0 2.60% 0
都農町 291.0                       7.0 2.41% 0
川南町 215.0                       7.0 3.26% 0
木城町 123.5                       1.0 0.81% 2.0
高鍋町 167.0                       6.0 3.59% 0 特例認定あり(注4)
新富町 237.0                       7.0 2.95% 0
西米良村 105.0                       4.0 3.81% 0
三股町 222.0                       10.0 4.50% 0
高原町 238.0                       7.0 2.94% 0

（３） 教育委員会（2.5％）

機関名
① 法定雇用障害者数の
算定の基礎となる職員数

②
障害者の数

③ 　（％）
実雇用率

④
不足数

備　考

宮崎県教育委員会 8,022.5                    184.0 2.29% 16.0
えびの市教育委員会 65.0                         0.0 0.00% 1.0
川南町教育委員会 41.0                         0.0 0.00% 1.0

（４） 独立行政法人等（2.6％）

機関名
① 法定雇用障害者数の
算定の基礎となる職員数

②
障害者の数

③ 　（％）
実雇用率

④
不足数

備　考

国立大学法人　宮崎大学 2,052.5                    55.5 2.70% 0
独立行政法人　航空大学校 139.0                       3.0 2.16% 0
公立大学法人　宮崎県立看護大学 66.5                         2.0 3.01% 0
公立大学法人　宮崎公立大学 51.5                         2.0 3.88% 0
地方独立行政法人　西都児湯医療センター 74.0                         3.0 4.05% 0

注 １ ①欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる職員数」とは、職員総数から除外職員数及び除外率相当職員数（旧除外職員が職員総数に占める割合を

元に設定した除外率を乗じて得た数）を除いた職員数である。

２ ②欄の「障害者数」とは、身体障害者数、知的障害者数及び精神障害者数の計であり、短時間勤務職員以外の重度身体障害者及び重度知的障害者につ

いては、法律上、1人を2人に相当するものとしてダブルカウントしている。

また、短時間勤務職員である重度身体障害者及び重度知的障害者、短時間職員である精神障害者（平成30年6月2日以降に採用された者または平成30

年6月2日より前に採用された者で、同日以後に精神障害者福祉手帳を取得した者）については1人を１カウントしている。さらに、重度以外の身体障害者及び

知的障害者並びに精神障害者である短時間勤務職員については、法律上、1人を0.5人に相当するものとして0.5カウントしている。

３ ④欄の「不足数」とは、①欄の職員数に法定雇用率を乗じて得た数（１未満の端数切り捨て）から②欄の障害者の数を減じて得た数であり、これが0.0となる

ことをもって法定雇用率達成となる。したがって、実雇用率が法定雇用率を下回っていても、不足数が０になることがあり、この場合、法定雇用率達成となる。

４ 特例認定とは、地方公共団体の機関（Ａ）及び当該Ａ機関と人的関係が緊密である等の機関（Ｂ）の申請に基づき、厚生労働大臣の認定を受けた場合に、

当該Ｂ機関に勤務する職員を当該Ａ機関に勤務する職員とみなすものである。
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◎ 法定雇用率とは 

 民間企業、国、地方公共団体は、「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき、それぞれ以下の

割合（法定雇用率）に相当する数以上の障害者を雇用しなければならないこととされている。 

 雇用義務の対象となる障害者は、身体障害者、知的障害者又は精神障害者（精神障害者保健福祉手帳

の交付を受けている者に限る。）である。 

 

                    一般の民間企業 ……………………… ２．３％ 

  ○ 民間企業 ……    （43.5人以上規模の企業） 

                     特殊法人等 …………………………… ２．６％ 

                   労働者数38.5人以上規模の特殊法人、 

              独立行政法人、国立大学法人等 

 

  〇 国、地方公共団体  ………………………………………… ２．６％ 

       （38.5人以上規模の機関） 

 

  ○ 都道府県等の教育委員会  ………………………………… ２．５％ 

       （40.0人以上規模の機関） 

 

※（ ）内は、それぞれの割合（法定雇用率）によって１人以上の障害者を雇用しなければならないこと

となる企業等の規模である。 

 

【一般民間企業における雇用率設定基準】 

            身体障害者、知的障害者及び精神障害者である常用労働者の数 

                      ＋ 失業している身体障害者、知的障害者及び精神障害者の数 

  障害者雇用率 ＝    

常用労働者数 ＋ 失業者数 

 

※ 特殊法人、国及び地方公共団体における障害者雇用率は、一般の民間企業の障害者雇用率を下回ら

ない率をもって定めることとされている。 

※ 重度身体障害者又は重度知的障害者については、その１人の雇用をもって、２人の身体障害者又は

知的障害者を雇用しているものとしてカウントされる。 

※ 重度身体障害者又は重度知的障害者である短時間労働者（１週間の所定労働時間が20時間以上30

時間未満の労働者）については、１人分として、重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障

害者である短時間労働者については、0.5人分としてカウントされる。 

※ ただし、精神障害者である短時間労働者であっても、次のいずれかに該当する者については、１人

分としてカウントされる。 

① 通報年の３年前の年に属する６月２日以降に採用された者であること 

② 通報年の３年前の年に属する６月２日より前に採用された者であって、同日以後に精神障害者保健

福祉手帳を取得した者であること 

 



                               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務によって、新型コロナウイルスに感染し
た場合は、労災保険給付の対象となります！ 

 

１ 業務に起因して新型コロナウイルスに感染した場合には、労災保険給付の対象と

なります。また、症状が持続し（罹患後症状があり）、療養等が必要と認められる場

合も保険給付の対象となります（資料１）。 

 

２ 宮崎労働局（局長 田中 大介）においては、新型コロナウイルス感染症に係る

令和３年度の労災保険給付の請求件数７２件に対して、支給決定件数５６件（令和

３年１１月３０日現在）と、迅速な決定に努めているところです。 

今後とも医療従事者や集団感染が発生した事業場などで新型コロナウイルス感染

症に感染した労働者への労災請求勧奨を行うなど、職場で新型コロナウイルスに感

染した方に迅速かつ公正な労災保険給付を行ってまいります。 

 

３ 業務に起因して新型コロナウイルスに感染した労働者の方やそのご遺族の方、請

求手続が行われていない方におかれては、療養補償給付・休業補償給付（休業４日

目から）・遺族補償給付が受けられますので、宮崎県内のお近くの労働基準監督署ま

で、まずは電話でご相談ください。 

 

【参考】 

〇労働基準監督署一覧（資料２） 
 

監督署名 所在地名 電話番号 

宮崎 宮崎市丸島町 1-15 0985-44-2915 

延岡 延岡市大貫町 1-2885-1 0982-34-3331 

都城 都城市上町 2街区 11 号都城合同庁舎 6階 0986-23-0192 

日南 日南市戸高 1-3-17 0987-23-5277 

 

 

 

  宮崎労働局発表 

  令和３年１２月２８日 

【照会先】 

宮崎労働局労働基準部労災補償課 

労災補償課長 富樫 明 

労災管理調整官 西田 和典 

（代表電話）0985（38）8825 

（直通電話）0985（38）883７ 

（代表電話）0985（38）8836 

（直通電話）0985（38）8835 

宮崎労働局 
Press Release 



詳しくは厚生労働省ＨＰのＱ&Ａ
（項目「５労災補償」）をご覧ください▶

業務によって感染した場合、

労災保険給付の対象となります

職場で新型コロナウイルスに感染した方へ

■感染経路が業務によることが明らかな場合

■感染経路が不明の場合でも、感染リスクが高い業務※に従事し、

それにより感染した蓋然性が強い場合

※（例１）複数の感染者が確認された労働環境下での業務
※（例２）顧客等との近接や接触の機会が多い労働環境下の業務

■医師・看護師や介護の業務に従事される方々については、
業務外で感染したことが明らかな場合を除き、原則として対象

■症状が持続し（罹患後症状があり）、療養等が必要と認められる場合
も保険給付の対象

対象となるのは？

厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署

労災保険の種類

業務に起因して感染した労働者の方やそのご遺族の方は、正社員、パート等の雇
用形態によらず、次のような保険給付を受けられます。
また、保険給付の請求は、労働者ご自身が行うものです。感染経路が不明である
ことなどにより、請求書に会社からの証明が受けられない場合、まずは労働基準
監督署にご相談ください。

療養補償給付

①労災指定医療機関を受診すれば、原則として無料で治療を受けることができます。
②やむを得ず労災指定医療機関以外で治療を受けた場合、一度治療費を負担してもらい
後で労災請求をすることで、負担した費用の全額が支給されます。

休業補償給付

療養のために仕事を休み、賃金を受けていない場合、給付を受けることができます。
■給付日：休業４日目から
■給付額：休業１日あたり給付基礎日額の８割（特別支給金２割含む）
＊原則として「給付基礎日額」は発症日直前３か月分の賃金を暦日数で割ったものです

遺族補償給付

業務に起因して感染したため亡くなった労働者のご遺族の方は、遺族補償年金、
遺族補償一時金などを受け取ることができます。

■お問い合わせは、お近くの労働局・労働基準監督署へ ▶

（2021.12）

 資料１



                         資料２ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宮崎労働局・労働基準監督署・公共職業安定所（ハローワーク）の 

行事予定（令和４年 1 月） 

 

 

宮崎労働局（局長 田中 大介）は、宮崎労働局及び県内各労働基準監督署・各

公共職業安定所（ハローワーク）の主要な行事予定を取りまとめました。 

取材・報道等にご活用ください。 

【照会先】 

宮崎労働局 雇用環境・均等室 

室   長   狭間 美恵 

監 理 官   中玉利 浩治 

企画・調整係   飯村 祐哉 

（代表電話）0985－38－8821 

（直通電話）0985－38－8821 

宮崎労働局 
Press Release 

宮 崎 労 働 局 発 表 
令和３年 12 月 28 日解禁 
 



1 土

2 日

3 月

4 火

5 水

6 木

7 金

8 土

9 日

10 月

11 火 職業訓練校説明会（14：00～15：35　延岡公共職業安定所　2階大会議室）

12 水

13 木
働き方改革関連法説明会（場所：都城商工会議所31号室、時間：14：00～16：30）
改正育介法説明会（場所：4階大会議室、時間14:00～）

14 金
安全衛生優良企業認定式（場所：宮崎合同庁舎２Ｆ共用大会議室、時間：13：30～）
働き方改革関連法説明会（場所：ＪＡ　ＡＺＭホール302研修室、時間：14：00～16：30）

15 土

16 日

17 月

18 火 職業訓練校説明会（14：00～15：15　延岡公共職業安定所　2階大会議室）

19 水

20 木
治療と仕事の両立支援会議（場所：宮崎合同庁舎２Ｆ共用大会議室、時間：13：30～）
働き方改革関連法説明会（場所：日向ひとものづくりセンター視聴覚室、時間：14：00～16：30）

21 金

22 土

23 日

24 月  　職業訓練校説明会（14：00～15：20　高鍋公共職業安定所　会議室）

25 火
労働時間法制度等説明会（主催：都城労働基準監督署、場所：都城合同庁舎２Ｆ共用会議室、時間：10：00～11：30）
職業訓練校説明会（14：00～　日南公共職業安定所　2階会議室）

26 水 職業訓練校説明会（13：30～15：10　日向公共職業安定所　2階会議室）

27 木

28 金 厚生労働大臣・基準局長表彰式（10:00～2階共用大会議室）

29 土

30 日

31 月

令和４年１月　宮崎労働局・監督署・安定所（ハローワーク）主要行事予定表

１月 主要行事（労働局・監督署・安定所）
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発行：宮崎労働局

宮崎市橘通東3-1-22

宮崎合同庁舎

TEL0985(38)8821

FAX0985(38)5028

皆様におかれましては健

やかに新年をお迎えになっ

たことと心よりお慶び申し

上げます。

昨年は令和２年から続く

新型コロナウイルス感染症

に悩まされた１年で、雇用

情勢にも多大な影響がござ

いました。

労働局では雇用維持の支

援に努め、特に雇用調整助

成金については、11月末現在で延べ

3１万１千人を超える労働者の雇用

維持を支援することができました。

新年におきましても、ウィズコロ

ナ時代に向けて、働き方改革の推進

をはじめ、在籍型出向の活用による

雇用維持や、公的職業訓練等の推進

による労働移動の促進など、労働行

政の様々な課題に取り組んでまいり

ます。

本年も宜しくお願い申し上げます。

田
中
労
働
局
長

明
け
ま
し
て
お
め
で
と
う
ご
ざ
い
ま
す

本
年
も
宮
崎
労
働
局
を
よ
ろ
し
く
お
願
い
し
ま
す

ウィズコロナ時代に対応した

11月29日、令和３年度第１回地

方労働審議会を開催し、宮崎労働局

の取組状況について審議しました。

宮崎労働局から雇用情勢を踏まえ

た就職支援や働き方改革の推進状況

等を説明しました。出席した委員か

ら「女性活躍を推進には男性の意識

改革も必要」「男性の育児休業につ

いて、取得率だけでなく取得日数を

長くすることも必要」

など視点を変えた評価

などが求められました。

宮崎労働局ではこれ

らの意見を踏まえ、下

半期の施策を進めてま

いります。

労働局長が建設現場をパトロール

例年労働災害が増加する年末年始

を迎え、建設現場の労働災害防止に

向けて「年末年始建設業労働災害防

止強調運動（１２月１日～１月15日）」

を実施する中で、10日、宮崎労働

局と宮崎労働基準監督署は宮崎市内

の「エーコープみやざき本社事務所

新築工事」と「ＪＡ宮崎経済連茶流

通加工施設新築工事」現場のパトロー

ルを行いました。

田中労働局長は現場で足場や脚立

からの墜落，転落災害防止等の措置

状況を確認し、「今年は11月末現

在で昨年同時期より死亡災害が２件

増えて13件となっており、建設業

でも４件発生している。元請を中心

に作業者全員が安全点検への意識を

高めて、年末年始の無事故無災害に

繋げてほしい」と現場作業員の方々

に呼びかけました。

現
場
で
墜
落
防
止
措
置
の
状
況

を
確
認
す
る
田
中
局
長
（
中
央
）年次有給休暇を上手に活用しましょう

宮崎県特定
(産業別)最低賃金

◎電子部品・ディバイス・

電子回路、電気機械器具、

情報通信機械器具製造業

令和３年12月24日～

◎自動車（新車）小売業

令和３年12月26日～

◎これ以外の業種については

宮崎県最低賃金額８２１円が

適用（令和３年10月６日～）
挨拶する田中局長（上）有馬会長（下）

令和３年度第１回地方労働審議会を開催
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社会福祉施設、小売業及び飲食店を

対象とした「第三次産業労働災害防

止研修会」を開催し、45社が参加

しました。

中央労働災害防止協会九州安全衛

生サービスセンターの野口正明安全

管理士を講師に迎え、労働災害発生

状況や災害発生の仕組みを解説しま

した。また、増加している転倒災害

の防止対策について専門的立場から

具体的な説明があり、参加者は熱心

に聞いていました。

県内で第三次産業の労働災害が増

加している状況を踏まえ、12月7日、

宮崎労働基準監督署は

９月から12月に

かけて、宮崎県内

各所にて独立行政

法人高齢・障害・

求職者雇用支援機

構が主催する「高齢者・障害者雇用

に関する各種助成金等説明会」で宮

崎労働局が取り扱う助成金について

説明を行いました。

今年は昨年開催した際のアンケー

トで要望が多かった雇い入れ関係の

助成金である特定求職者雇用開発助

成金やトライアル雇用助成金を中心

第三次産業労働災害防止研修会を開催

説
明
す
る
職
業
対
策
課

岩
﨑
係
員

災
害
防
止
の
重
要
性

を
説
明
す
る
野
口
氏

12月20日、労働行政関係功労者

に対する宮崎労働局長表彰式及び感

謝状贈呈式を開催しました。

受賞者は局長表彰に紛争調整委員

の柏田芳徳委員、永友郁子委員、地

方労働審議会委員の内園望世委員

（都合により欠席）、感謝状に最低

賃金審議会委員の柳本明子委員です。

受賞された方々については長年に

わたりお世話になりました。引き続

き宮崎労働局をよろしくお願いいた

します。

宮崎労働局長
表彰･感謝状

オンライン説明会に約３００事業場が参加

ハラスメント

防止対策は

12月は「職場のハラスメン

ト撲滅月間」で、気持ちよく

働くことができる職場環境を

つくる気運の盛り上げなどを

目的として、広報・啓発活動

を実施しています。

雇用環境・均等室は12月16

日に「職場におけるハラスメ

ントの防止対策等に関する説明会」

をオンラインで開催しました。

参加した約300の事業場に対し、

「相談窓口が適切に対応しなければ

会社に不信感を抱き、トラブルが大

きくなる。速やかに中立的な立場で

話を聞くなど初動の対応が重要」な

ど、事例を紹介しながらハラスメン

ト防止対策を説明しました。併せて、

4月からハラスメント防止措置が義

務付けられる中小企業に対して早め

の対応を求めました。

に説明しました。また、雇用調整助

成金や令和３年２月５日に新設され

た産業雇用安定助成金を紹介し、積

極的な活用をお願いしました。

育児・介護休業法
各種助成金

説明会

1月13日(木)

14:00〜15:30
ZOOMによるオンライン開催

参加無料

定員500人
申込期限
１月10日（月）

改正

県内の就職氷河期世代

（概ね35～54歳）の支援

に官民が協働で取り組む

ことなどを目的とする第

4回みやざき就職氷河期世代活躍支

援プラットフォーム会議を12月13日

にオンラインで開催しました。

宮崎労働局、宮崎県、経済団体な

どが参加し、就職氷河期世代の方々

への各種支援の取組や実績報告のほ

か、同世代の活躍の場を更に広げら

れるよう、構成機関が一層連携・協

力することを確認しました。

左から田中局長、柏田委員、永友委員、

柳本委員、松野基準部長
県内各地で

各種助成金等説明会を開催

リ
ー
フ
レ
ッ
ト
を
示
し
て

説
明
す
る
大
嶋
紛
争
調
整
官

就職氷河期世代活躍支援プ
ラットフォーム会議を開催


